
都道府県による市町村支援の状況

①都道府県による市町村支
援の課題

②管内市町村が抱える課題 ③平成27年度における市町
村支援戦略
（目標及び具体策）

①リハ専門
職に対する
研修の実施
（選択）

→有の場合 ②リハ専門職の広域派遣調
整に係る取組内容

③　①、②以外の取組内容 モデル市町村の取組結果 1年間の取組を通して見えた、
市町村支援の今後の課題

都道府県として本年度実施
予定の内容

平成27年度モデル市町村の特
徴、課題意識等
（わかる範囲で）

北海道

本道の179市町村のうち多
くは、人口は小規模である
が面積は広大で、分散して
配置されていることから、
支援のために要する時間や
旅費等の費用が非常に多く
なる課題がある。

本道の多くの市町村は積雪
地・寒冷地で、かつ集落が
分散していることから、住
民主体の活動が醸成しにく
い等の課題がある。

保健所に設置した「市町村
支援チーム」を中心に、住
民参加型の地域づくりに関
する地域づくりガイドブッ
ク等を活用した技術的助
言・支援等を行う。

有 【研修実施主体】未定
【研修内容】未定
【財源】未定

未定 保健所に設置した「市町村
支援チーム」（保健師、歯
科衛生士、作業療法士、理
学療法士等の専門職を含
む）を市町村の介護予防事
業等に派遣し、技術的な助
言・支援等を行う。

未定
（モデル市町村を対象とし
た研修や現地支援を想定）

今回予定している５市町は、
札幌から車移動で３時間以内
にあり道内では比較的近い。
このうち１市の状況は、高齢
化率が42%であり、総合事業の
担い手となる社会資源も少な
い状況にある。

青森県

取組に消極的な市町村が未
だにあり、どのように働き
かけるのか検討する必要が
ある。

情報提供や具体的な相談へ
の対応を通じ、通いの場が
ない市町村にあっては、
１ヶ所以上の設置を目標と
する。

無 － － ＜三戸町＞
【通いの場で実施した内容】
いきいき百歳体操
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
１ヶ所
【平成27年度の目標、予定】
町内全域に通いの場を拡充する

現段階では通いの場の運営
にかかる具体的な助言はア
ドバイザーに頼っている状
況であり、県としての支援
内容の検討が必要である。

昨年度の実施内容を踏まえ
て検討中

住民主体の介護予防活動に初
めて取り組む市町村もあるこ
とから、職員の意識を変えて
いく必要がある。

岩手県

・H27は参加市町村が増え
る予定であり（5市町が参
加予定）、また地域により
事業の取組方が違っている
が、何のために取組むの
か、どのような成果をあげ
るのか、事業の目的を明確
にさせ、県として進捗管理
をしていく必要があると考
えている。
・予算の工面

・人材不足
・行政主体による介護予防
事業は実施後の継続が課題
（状態が良くなっても、通
いの場がなく、また悪化し
てしまうなど）
・住民主体の体操教室等の
通いの場を増やしていき、
継続、定着させていくこと
が必要。

・地域住民への動機づけは
重要なポイントと思うの
で、市町村が、地域住民へ
うまく動機づけができるか
（体操がいかに筋力向上に
効果があるか、住民主体で
一人ひとりが役割をしっか
りもって活動していくこと
が継続につながるか、とい
うあたりをうまく伝えられ
るか）という観点で策を練
ること。
・行政主体から住民主体へ
切り替えをしていくため、
行政側のパラダイムシフト

無 － ・今年度から、住民主体に
よる介護予防の推進を図る
ため「シルバーリハビリ体
操指導者養成事業」を県で
取り組むこととしている。
・地域リハビリテーション
支援体制整備事業におい
て、県内の医療圏ごとに広
域支援センターを10カ所設
置し、また、全県的な支援
をする県支援センター１カ
所設置し、リハビリ従事者
等向けの研修会の開催、市
町村事業への支援（派遣
等）を実施。

＜花巻市＞
【通いの場で実施した内容】
・大東市の元気でまっせ体操
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】１カ所（29人）
【平成27年度の目標、予定】
・市内27カ所の各コミュニティ単位（小学校区
程度）１カ所以上「元気でまっせ体操」が実施
できるよう支援。
＜二戸市＞
【通いの場で実施した内容】
・浄法寺地区：「よってがんせ」という名称で
開催。保健師による健康チェック、簡単な体
操、交流会を実施。
・御辺地地区：運動をしたいという人が集ま
り、ストレッチやリズム体操を実施。
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】二戸市：２カ所
（御辺地地区、浄法寺地区））
【平成27年度の目標、予定】
・関係団体やボランティア等を活用し、役割分
担しながら通いの場を立ち上げる。

１-①と重複するが、何のた
めに取組むのか、どのよう
な成果をあげるのか、事業
の目的を明確にさせ、県と
して進捗管理をしていく必
要があること。
また、H27は参加市町村が５
カ所の予定であり、さらに
広範囲となるため、広域・
県密着アドバイザーの現地
支援の際は、負担が大きく
ならないよう日程調整等工
夫する必要があると考えて
いる。

参加する市町村が、「やり
たい!続けていきたい！」
と思えるように、また、抱
える課題をクリアしていけ
るよう、バックアップする
こと。

・住民主体の活動の場の必要
性を感じており、取組へのア
ドバイスを求めている。
・高齢化が進み、コミュニ
ティづくりの担い手が少ない
など。
・被災地においては、仮設住
宅から災害公営住宅への転居
期であり、今までのコミュニ
ティが崩れ、新たに再構築を
していく今、介護予防を地域
主体で行うための仕掛けづく
りをしていく好機と考えてい
る。

秋田県

・市町村の取り組みの現状
を把握する必要がある。
・市町村に対する啓発不足

地域づくりによる介護予防
の必要性への理解が低い。

地域づくりの必要性につい
て、機会を捉え、地道に説
明していく。

無 － － ＜男鹿市＞
【通いの場で実施した内容】いきいき百歳体操
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】３ヵ所
【平成27年度の目標、予定】通いの場を５ヵ所
程度に増やしたい。

・立ち上がった通い場の維
持
・他地域、他市町村への拡
大

１．地域づくりによる介護予防の推進 ３．平成26年度地域づくりによる介護予防推進支援モデル事業の実施状況２．介護予防に資する地域リハビリテーションの推進 ４．平成27年度地域作りによる介護予防推進支援事業

都道府県名

東
北

有（目標）
参加市町村がアドバイザー
や専門職からの助言・支援
を有効に活用し，住民主体
による通いの場を円滑に立
ち上げることができる。

（具体策）
県と参加市町村間で情報共
有

（取組状況や課題等）の場
を定期的に設け，参加市町
村が課題を円滑に解決でき
るようアドバイザーや専門
職による現地支援を実施す
る。

○介護予防事業に対する組
織内の横断的な意識の共有

○通いの場の立ち上げに向
けたサポートリーダーの育
成

○継続的に協働・連携でき
るリハ専門職の確保

（角田市）
認知症対策において早期から
地域づくりをすすめ，サポー
ター養成等，地域住民を巻き
込んだ取組に実績のあった自
治体。地元医療機関との連携
体制も作られている。

（東松島市）
東日本大震災で大きな被害を
受けた自治体。今後，災害公
営住宅等の建設が本格化する
中，コミュニティづくりや介
護予防支援が緊急の課題と
なっている。

（栗原市）
町村合併により市となる以前
から介護予防事業に積極的に
取り組み，成果を創出してき
た地域がある。一方，スタッ
フが牽引してきた事業体系か
ら住民主体の取組へ移行した
いとの認識を持っており，そ
のための方策を検討したいと
考えている。

（共通課題）
○限られた地域で行われてい
る介護予防事業を市全体にど
のように拡大していくか，中
長期的なビジョン形成には
至っていない。
○市町村が牽引してきた二次
予防事業から住民が主体と
なって展開する介護予防事業
へ円滑に移行するための手立
てを検討する必要がある。

○リハ職能団体と連携し，
介護予防事業に参画できる
地元リハ職の把握

○リハ職能団体と連携し，
リハ職への介護予防事業の
普及啓発及び人材育成（研
修等）

○市町村職員を対象とした
介護予防事業評価，企画運
営手法等に関する研修の開
催

○参加市町村への広域アド
バイザー，地域密着アドバ
イザーの派遣，リハ職能団
体の協力による専門職派遣
調整支援

○当該事業に取り組むに当
たり，全般的な準備・連携
不足
→関係機関との情報共有の
機会，戦略策定・現地支援
サポートが不十分であっ
た。

○他の市町村へ普及してい
くためのデータ不足
→数値的データでの表現が
難しく,伝達研修等の開催に
当たっては工夫が必要。

○リハ専門職が継続的に関
わっていくための仕組み作
りが必要
→職能団体のみでは，中長
期的な派遣調整は難しく，
地元医療機関等のリハ職の
育成と派遣のための財源的
裏付けが必要。

＜白石市＞
通いの場の立ち上げには至らなかった。住民や
自治体への介護予防意識の醸成に向け，啓発的
取組を中心に行われた。
平成２７年度は通いの場の立ち上げ，サポート
リーダーの育成を予定。

＜名取市＞
通いの場の立ち上げには至らなかった。県理学
療法士会の支援を受け，ご当地体操を考案し住
民への普及を開始。平成２７年度は通いの場の
立ち上げ，サポートリーダーの育成を予定。

リハ職能団体と協力し，参
加市町村の地元医療機関や
施設リハ職の参画を目指
す。

○市町村と県（担当課・関
係課・保健福祉事務所等）
との役割分担が不明確で
あった。

○介護予防関連事業と他事
業（医療介護連携，健康推
進，地域リハ，震災復興
等）との連携が希薄であっ
た。

宮城県

リハ職能団体からの派遣実
施

【研修実施主体】　県

【研修内容】　介護予防事
業におけるリハ専門職の役
割

【財源】　介護予防市町村
支援事業（補助金）

平成27年度 地域づくりによる介護予防推進支援事業

第１回都道府県介護予防担当者・

アドバイザー合同会議（H27.5.19)
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①都道府県による市町村支
援の課題

②管内市町村が抱える課題 ③平成27年度における市町
村支援戦略
（目標及び具体策）

①リハ専門
職に対する
研修の実施
（選択）

→有の場合 ②リハ専門職の広域派遣調
整に係る取組内容

③　①、②以外の取組内容 モデル市町村の取組結果 1年間の取組を通して見えた、
市町村支援の今後の課題

都道府県として本年度実施
予定の内容

平成27年度モデル市町村の特
徴、課題意識等
（わかる範囲で）

１．地域づくりによる介護予防の推進 ３．平成26年度地域づくりによる介護予防推進支援モデル事業の実施状況２．介護予防に資する地域リハビリテーションの推進 ４．平成27年度地域作りによる介護予防推進支援事業

都道府県名

福島県

・市町村によって取り組み
の進捗状況や体制（人材
等）が異なり、温度差があ
る。特に、研修会等に参加
しない市町村への働きかけ
をどうするか。
・本庁（高齢福祉課）と出
先（保健福祉事務所）の役
割分担が不明確。保福に
よって、管内市町村への支
援内容に差がある。
・リハビリ専門職の広域調
整の方法。

・介護部門と健康増進部門
の連携をどう図るか。（重
複する事業も多く、効果的
に事業を進めるための協力
体制が必要。）
・住民主体の介護予防の必
要性の普及（住民が自発的
に取り組むように働きかけ
る方法）
・サポーターやインストラ
クター等の養成
・既存事業の活用、整理
（既存のサロンやサポー
ターをどう活用するか）
・リハビリ専門職の確保。
・地域づくりによる介護予
防の事業評価の方法（通い
の場の評価方法）

・すべての市町村で、これ
までの二次予防メインから
地域づくりによる介護予防
の推進へシフトできるよう
に、研修会等を通じた情報
提供を行う。
・本庁（高齢福祉課）と各
保健福祉事務所の役割分担
を明確にし、先行する保福
の取組を他にも情報提供
し、参考にしてもらう。

有 【研修実施主体】
地域リハ広域支援センター
【研修内容】
介護予防に関するもの
【財源】
介護予防市町村事業（補助
金）
※医療介護総合確保基金で
も予定

－ － ＜田村市＞
　通いの場の立ち上げには至らなかった。平成
27年度は住民向け説明会や出前講座の実施、PT
会へ協力依頼等を予定。
＜鏡石町＞
　通いの場の立ち上げには至らなかった。平成
27年度は地域資源の整理と住民への働きかけを
行う予定。
＜西会津町＞
【通いの場で実施した内容】ご当地体操、元気
でまっせ体操（比較検証）
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】　2か所
【平成27年度の目標、予定】2か所で新規実施予
定、運動を切り口とする介護予防の普及
＜三島町＞
【通いの場で実施した内容】元気でまっせ体操
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】　1
【平成27年度の目標、予定】住民主体の介護予
防活動の普及と、サポーター養成
＜南相馬市＞
【通いの場で実施した内容】元気でまっせ体操
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】　1
【平成27年度の目標、予定】モデル地区の活動
を紹介し、普及啓発を行う。

・地域づくりによる介護予
防についての意識共有（県
と市町村、または市町村内
部）
・モデル市町村でも温度差
があり、状況に応じた支援
内容の検討が必要。
・既存事業（社協のサロン
やご当地体操）との整合性
を図ることが難しく、簡単
に切り替えることができな
い。
・保健福祉事務所との役割
分担
・市町村で身近に依頼でき
るリハビリ専門職がいない
場合にどうするか。

・５以内で参加市町村を募
り、できるだけ早期に各市
町村の状況や目標を明確に
する。
・モデル市町村の地域診断
と戦略策定（いつまでに、
どこに、何か所通いの場を
立ち上げるか）の支援。
・全市町村を対象に県研修
会を開催し、地域づくりに
よる介護予防の必要性の普
及を図る。
・住民の動機づけプレゼン
等、モデル市町村における
住民主体の通いの場立ち上
げに向けた現地支援を行
う。
・各市町村の取組状況を取
りまとめ、成果報告を作成
する。

市町村選定中

茨城県

住民運営の通いの場の設置
に向けたバックアップ体制
の強化及び連携における認
識の共有

①他課との連携及び意識の
共有②住民運営の通いの場
の立ち上げ方法，立ち上
がっても地域に根差した運
営ができるのかといった不
安
③予算の確保

①モデル市町による形に見
える住民運営の通いの場の
設置
②リハ専門職の市町村への
積極的な派遣調整

有 【研修実施主体】リハビリ
テーション専門職協会（作
業療法士･理学療法士･言語
聴覚士）
【研修内容】住民運営の通
いの場や地域ケア会議等に
訪問してリハビリテーショ
ンの技術的助言を行うため
の資質向上研修
【財源】医療介護総合確保
基金（予定）

－ ・地域リハビリテーション
県指定センター，県研修推
進支援センターにおいてリ
ハ専門職の資質向上を目的
とした初任者研修等の実施

①モデル市町（２市１町）
と事業導入に向けての連携
強化
②リハ専門職の積極的な市
町村支援のサポート

①住民通いの場など従来から
の組織があったり，なかった
りとさまざまである
②地域づくりに意欲がある中
で，新たな組織の立ち上げを
目指す

・ 通いの場の早期立ち上
げを支援する一方、場当た
り的な活動開始では頓挫の
可能性が高くなるため、地
域診断にどの程度の時間を
割けるかが課題。

・ 降雪期、農繁期の到来
など、自然条件や地域特性
により通いの場が中断する
可能性があるため、いかに
効果を持続させるかが課
題。

山形県

－無○ 通いの場の継続
・ 先行成功事例からのノ
ウハウの積極的な吸収・伝
達の実施
・ 地域密着アドバイザー
の積極的活用による現地支
援の実施

○ 自治体の意識醸成
・ 担当職員のみならず、
幹部職員等への働きかけに
よるトップダウン方式によ
る課題意識の掘り起こしの
実施

・ 庁内連携体制及び地区
担当保健師の日程調整

・ 活動を行う会場の確保

・ リハ職や通いの場で主
導的立場を担う者等の人材
不足

・ 住民のやる気を喚起し
て実施する趣旨のため、立
ち上げ地域が偏在するおそ
れ

・ いきいきサロン等の既存の
集まりを活用することで、関
係者への周知を効果的に行う
ことができると考えられる。

・ 一方で、域内人口の減少に
よるマンパワーの不足が懸念
される。

・ また、県内有数の豪雪地帯
（西川町、大石田町、庄内
町）を含むことから、冬期間
の「通いの場」の継続が困難
となる恐れがある。

・ 平成26年度実施市町に
おいて継続活動中の「通い
の場」の視察の実施

・ 平成26年度実施市町担
当職員を参集範囲に含めた
連絡会議、研修会の開催と
平成26年度実施市町でのノ
ウハウの伝達

・ 地域密着アドバイザー
による現地支援、市町担当
職員及び協力者へのプレゼ
ンテーション等の実施

・ トップセミナーの開催
による自治体全体での課題
意識の醸成

・ 住民意識の醸成・地域診
断が不十分なままでは見切
り発車となり継続が困難と
なるため、現状分析にある
程度の時間をかけつつ、通
いの場の早期立ち上げを支
援する取組みが必要。

・ 参加者の「飽き」による
体操メニューの省略、重り
なしで体操を実施するとい
う状況が発生しがちであ
り、いかに参加者の関心と
体操の効果を持続させるか
について工夫が必要。

・ 豪雪地帯のため降雪期は
休止、農閑期のみの開催な
ど、地域特性による障害が
存在する。継続的な通いの
場として持続できるような
支援が必要。

・ 自治体によって介護予防
の取組みに関する問題意識
に隔たりがあり、担当職員
への働きかけのみでは事業
の拡大・波及に限界がある
ことから、幹部職員への啓
発も必要。

＜米沢市＞
【通いの場で実施した内容】
・ 体操（いきいき百歳体操、花のやまがたしゃ
んしゃん体操、ラップ芯体操）、ソフトジム等
・ 麻雀、将棋、カラオケ等
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
・ ２か所、各10～15名程度参加、月１～２回・
1ｈ～1.5h/回程度
【平成27年度の目標、予定】
・ 5月より、新規に２か所実施予定（週１回、
1h/回程度）
・ 導入研修会を各種研修会の場で実施（いきい
き百歳体操の説明等）
・ 地区公民館だよりへの「いきいき百歳体操」
の紹介記事掲載　等

＜最上町＞
【通いの場で実施した内容】
・ 体操、お茶会等
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
・ ２か所、各20名程度参加、週１回・1h～
1.5h/回程度
【平成27年度の目標、予定】
・ 6月より、新規に１か所実施予定（週１回）
・ 地区健康教室で導入研修会を開催予定
・ 町広報紙に新規地区の紹介を掲載予定
＜遊佐町＞
【通いの場で実施した内容】
・ 体操、ステップ運動、カラオケ　等
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
・ ４か所、10～30人程度参加、週１回・1h～
1.5h/回程度
【平成27年度の目標、予定】
・ 新規立ち上げのための説明会を実施
・ 立ち上げ後休止している地区への再開に向け
た支援の実施

－
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①都道府県による市町村支
援の課題

②管内市町村が抱える課題 ③平成27年度における市町
村支援戦略
（目標及び具体策）

①リハ専門
職に対する
研修の実施
（選択）

→有の場合 ②リハ専門職の広域派遣調
整に係る取組内容

③　①、②以外の取組内容 モデル市町村の取組結果 1年間の取組を通して見えた、
市町村支援の今後の課題

都道府県として本年度実施
予定の内容

平成27年度モデル市町村の特
徴、課題意識等
（わかる範囲で）

１．地域づくりによる介護予防の推進 ３．平成26年度地域づくりによる介護予防推進支援モデル事業の実施状況２．介護予防に資する地域リハビリテーションの推進 ４．平成27年度地域作りによる介護予防推進支援事業

都道府県名

栃木県

都市部・農村部・山間部と
地域格差があり、ターゲッ
トを絞って、の事業企画・
支援を行う必要があるこ
と。

健康増進事業での健康づく
り教室をH18以降も継続実
施している市町では、定期
的に教室を開催している
が、職員が従事しないと教
室が成り立たないこと。
・「行政にやってもらう」
という認識が強い地域で
は、住民主体による活動が
難しいと感じていること。

・2市で実施予定
・まずは、１市に１グルー
プの立上げを目指す。
・通いの場の立上げに至る
までの準備説明会・研修会
等には積極的に地域住民の
方の参加を呼びかけてい
く。

有 【研修実施主体】
・栃木県理学療法士会
【研修内容】
・３士会合同の介護予防推
進リーダーとなる人材育
成・研修会
【財源】
・医療介護総合確保基金

－ ３士会会員用の介護予防推
進に関するマニュアル作成
（理学療法士会に補助）

＜小山市＞
【通いの場で実施した内容】
・いきいき100歳体操
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
・2箇所
【平成27年度の目標、予定】
・2箇所中、1ヶ所は3ヵ月後に送迎がなくなるた
め解散したが、参加者の地元で、自分自身で行
く事ができる通いの場の立上げを行う。
・地域づくりによる介護予防の出前講座を新設
し、住民からの依頼を受けて対応予定。

市町は、各地域（地区)の実
情に応じた介護予防の取組
みを実施していますが、住
民主体での取り組みに「移
行したいけどできない」、
という思いがあり、教室を
継続開催している市町が多
くみられた。
市町が、今の取組みを見直
し、必要に応じて、取組み
の改善（働きかけ）に結び
つくような情報発信や、県
が市町に対する支援体制づ
くりが課題である。

・事業実施各地の取組み状
況の把握（地域分析）
・地域住民や関係機関への
働きかけ支援
・研修会等の資料の提供
(事務局）

担当者の「何とかしなけれ
ば、の思い」を感じる。しか
し、どこから改善すればよい
か、何い働きかけたらよいの
かまとまらない等の課題があ
る。

群馬県

・市町村に実践してもらえ
る住民主体の介護予防モデ
ルの紹介
・研修や現地支援の具体的
な企画（アドバイザーやモ
デル市町村との連携）

・少ない職員数での対応
・住民への効果的な動機付
けのノウハウ
・継続して実施してもらえ
る効果的な立上支援のノウ
ハウ

・研修については、２部構
成とし第１部ではモデル市
町村以外も含めた全市町村
に住民主体の介護予防につ
いての意識付けを行い、第
２部でモデル市町村とアド
バイザーで具体的な戦略を
練る。「介護予防市町村支
援事業」
・現地支援の実施
・住民主体の介護予防の取
り組みの発表の場（一般・
行政等）を設ける。「地域
リハビリテーション推進事
業（県単独）等」

有 【研修実施主体】
理学療法士協会、作業療法
士協会、三士会
【研修内容】
介護予防事業や地域ケア会
議で活躍できるリハ職の育
成とリスト化
【財源】
医療介護総合確保基金

・リハ職が介護予防事業・
地域ケア会議で活躍できる
ようリハ職と市町村職員の
意見交換を行う。「介護予
防市町村支援事業（補助
金）」
・市町村単独では確保が困
難な専門職（リハ職・法律
職等）を地域ケア会議に派
遣する。「基金」

・地域リハビリテーション
推進事業「県単独」によ
り、リハ専門職が講師とな
り、介護予防サポーターの
養成や介護施設等の介護職
等に対してリハ専門職が実
地指導等を行っている。

＜邑楽町＞
【通いの場で実施した内容】
介護予防サポーター（在宅保健師・民生委員）
の支援のもとで、参加者が毎週１回筋力トレー
ニング体操「鬼石モデル」を実施
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
１箇所
【平成27年度の目標、予定】
平成26年度に立ち上がった通いの場の継続。
町内で通いの場を増やす。

モデル事業は、もともと高
齢者が集まってお茶のみ話
をしている場所を民生委員
に紹介してもらい週１回の
体操を取り入れた結果うま
くいった。モデル事業に続
く通いの場がなかなか立ち
上がらない。

・市町村職員研修（全市町
村及びモデル市町村）
・現地支援（モデル市町
村）
・発表会（一般県民・行政
関係者等）

・行政主導の介護予防の取り
組みから住民主体の介護予防
への転換を図りたいという課
題意識

埼玉県

・県内市町村へ普及・拡大
するためのノウハウの構
築。特に既存の介護予防事
業を生かした転換など。

・いきいき百歳体操以外の
体操を希望している自治体
に対する支援（市町村アド
バイザーの養成）。

・体力測定にとどまらない
効果検証ができないか。

・いきいき百歳体操を実施
するにあたり、これまで実
施してきた体操及び養成し
たボランティアをどのよう
に整理・活用するか。

・住民主体による通いの場
の継続、モチベーションの
向上、新規参加者をいかに
増やすか。

県事業として13市町に対し
理学療法士（アドバイ
ザー）の現地派遣や研修等
の支援を行い、他市町村へ
の普及拡大につなげる。

有 【研修実施主体】
・県・埼玉県理学療法士会
等
【研修内容】
・地域ケア会議や介護予防
事業への派遣の実際、望ま
れる役割など
【財源】
・県一般財源
（地域リハビリテーション
支援体制整備事業）

地域リハビリテーション支
援体制整備事業により、県
内5か所の地域リハビリ
テーション・ケアサポート
センターを設けて、市町村
や地域包括支援センターへ
相談支援や人材派遣を行っ
ている。
（平成26年5月～）

地域リハビリテーション推
進協議会の運営
【概要】
　県内関係機関、団体等で
構成する上記協議会を開催
し、活動状況の検証や支援
体制に係る基本方針等の検
討などを行う。

＜毛呂山町＞
【通いの場で実施した内容】
　準備体操、ゆずっこ元気体操、トモロー体操
（ゆずっこ元気体操は、重錘バンドを利用し、
歌を歌いながら行うもの）
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
　 ４か所
【平成27年度の目標、予定】
  平成26年度に立ち上げた通い場のﾌｫﾛｰ
　新たに４地区での立ち上げ
　介護予防サポーターの更なる養成

・効果的な介護予防が必要
となる理由の共有
（高齢者のニーズ、人口構
成の激変、新しい総合事業
との関連など）
・別の形で住民主体の取組
を既に実施している市町村
の支援

・13市町に対しアドバイ
ザーの現地派遣（6回分）
や研修等の支援を行う。

・13市町の取組をモデル化
し、県内市町村へ普及拡大
を図る（成果報告会）。

・都市部での住民主体の地域
づくりの実施
・高齢化率の上昇や人口減少
が大幅に見込まれている地域
のコミュニティの活性化

千葉県

・各市町村の状況が十分把
握できていない。
・各市町村の人口規模等が
違うので、より支援が必要
な市町村を把握して、格差
が出ないようにすること。

・１次予防、２次予防事業
から地域づくり型、住民主
体型介護予防事業へのス
ムーズな移行

【目標】
・各市町村の状況把握
・地域づくり型介護予防の
具体的イメージを持っても
らい、早期移行の準備を促
す
【具体策】
・市町村における地域づく
り型介護予防の実践につい
て状況調査
・研修会で先進事例の紹介

有 【研修実施主体】県
【研修内容】地域づくり型
介護予防事業について学ぶ
【財源】介護予防市町村支
援事業（補助金）

職能団体の協力を得て、派
遣調整の問い合わせが来た
場合に随時対応

【調査を実施】
各市町村でリハビリ専門職
の協力を得ながら自立支援
に資する介護予防事業が行
われているかを調査予定。
リハビリ職の協力を得るた
めの課題等を確認し、県の
支援方法を検討予定

＜５市町＞
【通いの場で実施した内容】
各市町でいきいき百歳体操の実践
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
５市町合計で１０箇所。
【平成27年度の目標、予定】
各市町で、通いの場の更なる拡大を図る

地域性、マンパワー等が全
く違うので、「こうすれば
上手くいく」というアドバ
イスはできない。市町村担
当者が、「どういう地域づ
くりをしたいか」を考え実
施する過程を支援できるこ
とが県として必要。担当者
の方にもそのことを理解し
て事業展開してもらうこと
が必要。

研修会の実施等、詳細はこ
れから検討する予定

今後把握予定

東京都

広域自治体として、下記３
点をより積極的に行う必要
がある。
①管内区市町村共通の課題
の発見や情報共有の仕組み
づくり
②専門的・技術的支援
③先進事例の紹介

・保健衛生部門との連携が
不十分である
・地域住民への意識付けが
不十分である
・自主活動団体の情報把握
が不十分である

（目標）介護予防に関する
知識面での支援を強化し、
区市町村における検討の一
助とする。
（具体策）
下記により、先進的事例の
紹介や学識経験者等からの
助言等を行うとともに、区
市町村間の情報共有を推進
する。
①介護予防情報共有サイト
の立ち上げ
②介護予防推進会議の開催

有 【研修実施主体】東京都
【研修内容】
・地域においてリハビリ
テーションの専門職等を活
かした効果的な介護予防を
推進し、要支援高齢者等の
心身機能の改善に留まらな
い、自立支援に資する取組
の強化を図る。
〔初任者研修〕
2日間×６時間　募集定員
約100名
〔現任研修〕
2日間×６時間　募集定員
約50名
【財源】
都の27当初予算上は一財で
計上、「介護予防市町村事
業（補助金）」を活用し補
正予算で財源更生予定

〔派遣研修（①の現任研修
終了者のみ）〕
○区市町村事業における介
護予防事業の担い手となり
得るリハ職の育成のため、
住民自主グループや保健セ
ンター等での健康教室など
の集団指導の現場、個別
ケース検討の地域ケア会議
等へ派遣し実践的な研修を
行う。
○都主催「介護予防推進会
議」において区市町村へ派
遣調整を行う。

地域リハビリテーション推
進広域派遣アドバイザーの
設置
（目的）
都の保健衛生部門が所管す
る地域リハビリテーション
支援センター等に広域派遣
アドバイザーを設置し専門
的な支援を行うとともに、
区市町村や関係機関等と生
活期の在宅高齢者を支える
地域リハビリテーションの
ネットワーク充実を図り、
要支援高齢者等の心身機能
の改善に留まらない、自立
支援に資する取組の強化を
図ることを目的とする。
（主な取組）
・アドバイザー設置
・圏域連絡会の開催
・普及啓発

モデル自治体を集めた研修
を実施する予定である。
（具体的な内容については
現在検討中）

【世田谷区】
ＮＰＯやサロンなど地域資源
は数多くある。地域づくりの
担い手として社協を考えてお
り、その技術的支援が課題で
ある。
【北区】
地域づくりへ関与するリハ等
専門職の育成が課題である。
【国分寺市】
自主グループが多く、それを
活用していくつもりである。
自主グループの活動内容の詳
細な把握が課題である。
【日の出町】
活動場所やアクセス等のイン
フラは整備されている。課題
は住民への意識付け等であ
る。

神奈川県

・情報共有する場が無かっ
たため、市町村が抱える課
題が整理されていない。

・活動の中心を担うような
人材が不足している。
・参加意欲のない方に対し
て、どのようにアプローチ
していくかが課題。
・介護予防ボランティア等
の人材が育っている一方
で、活動する場所が不足し
ている。

・活動の事例を収集し、市
町村に対して情報提供をす
る。
・「かながわ介護予防・健
康づくり運動指導員」の研
修を行い、指導者を養成す
る。

有 （補正予算対応のため予
定）
【研修実施主体】県
【研修内容】未定
【財源】医療介護総合確保
基金

－ －

関
東
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①都道府県による市町村支
援の課題

②管内市町村が抱える課題 ③平成27年度における市町
村支援戦略
（目標及び具体策）

①リハ専門
職に対する
研修の実施
（選択）

→有の場合 ②リハ専門職の広域派遣調
整に係る取組内容

③　①、②以外の取組内容 モデル市町村の取組結果 1年間の取組を通して見えた、
市町村支援の今後の課題

都道府県として本年度実施
予定の内容

平成27年度モデル市町村の特
徴、課題意識等
（わかる範囲で）

１．地域づくりによる介護予防の推進 ３．平成26年度地域づくりによる介護予防推進支援モデル事業の実施状況２．介護予防に資する地域リハビリテーションの推進 ４．平成27年度地域作りによる介護予防推進支援事業

都道府県名

新潟県

・広く県民への介護予防の
必要性を啓発することが必
要。
・介護予防事業の推進に関
して市町村間で実施状況や
懸案事項等の情報共有を図
る機会の不足。
・介護予防事業に従事する
職員の資質向上を図るため
の研修会の実施。

・地域組織活動の参加者の
高齢化に伴い活動が停滞し
ている。
・実施の効果が期待できる
頻度での開催、参加者が魅
力的に感じる実施内容の検
討。
・既存の住民運営の通いの
場には、女性の参加者が過
半数を占めており、参加者
を増やすためには男性への
継続した働きかけが必要。

・広報活動…県の広報媒体
を活用した広報、県民向け
パンフレットの作成。
・情報提供…市町村間の情
報共有のための支援や、リ
ハ専門職を活かした取組を
進めるため、各職種の活用
場面や連絡先を市町村へ周
知する。
・派遣専門職への研修
・関係団体へ専門職の派遣
に応じてもらうよう依頼す
る。

有 【研修実施主体】県
【研修内容】
地域ケア会議や、住民運営
の通いの場等に参加協力で
きるリハ専門職の指導者を
養成する。
（全３回の研修会を予定）
【財源】医療介護総合確保
基金

・三士会がH27.4月に訪問
リハを実施している事業所
の一覧を作成し市町村に配
布した。
・県でも市町村の介護予防
事業に活用してもらえるよ
う、リハビリ事業所の連絡
先やリハ専門職との連携事
例をまとめた冊子を作成予
定。

－ ・研修会の開催
・現地支援

未把握（今後確認予定）

富山県

・市町村が効果的な介護予
防事業を確実に推進するこ
とができるよう本庁と保健
所の連携により、市町村事
業の平準化や事業効果の検
証等の支援を行う必要があ
る。

・同職種であっても、高齢
福祉担当課と健康増進担当
課が別々に地区活動を行っ
ている。
・関係課が連携した効率
的・効果的な取組が必要。

・地域包括ケア体制構築の
市町村支援の取組の一事業
として、保健所に事業を位
置付け、市町村の実情に応
じた支援を行う。
・モデル事業実施の際に
は、健康増進担当課（地区
担当保健師）と連携して地
区診断や戦略策定、立ち上
げを行えるよう支援する。

無 － － ＜高岡市＞
【通いの場で実施した内容】週1回、体操プログ
ラムDVDを用いた体操
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】1箇所
【平成27年度の目標、予定】市内地域包括支援
センター1箇所あたり、通いの場2箇所程度の立
ち上げが目標
＜入善町＞
【通いの場で実施した内容】スクエアステッ
プ、ボール体操等
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】3箇所
【平成27年度の目標、予定】3箇所の立ち上げが
目標

・市町村主体による地域づ
くり活動であることを十分
理解いただくことが必要。
・住民の「やりたい」を引
き出す動機付けの説明や工
夫など、しかけづくりが重
要であることを理解いただ
くことが重要。
・市町村が地域包括支援セ
ンターに委託する場合、住
民主体による地域づくり活
動の主旨やノウハウが十分
に伝わらない場合もあるの
で、事前の丁寧な説明とサ
ポートが必要。

・地域包括ケア体制構築の
市町村支援の取組の一事業
として、保健所に事業を位
置付け、地域の実情に応じ
て関係者研修会等の人材育
成などの支援を行う。
・モデル事業は（4＋α）
市町村で実施予定。
・県主催で研修会、連絡会
の実施。

・今年度新たに加わる予定の2
市は人口4～5万の小規模自治
体である。主な課題として、
これまでは期限を区切った教
室であったため、継続につな
がらなかったこと、また、身
近な地域で開催できていな
かったことなどがある。

①高齢化率が高く限界集落が
多くなっている。
②介護予防等の住民に対する
啓発がまだ不十分。
③サポーター育成が必要であ
る。
④既に他の筋力トレーニング
教室を実施してありそれとの
兼ね合い。
⑤市町の組織体制の違いによ
る展開方法。

住民主体の介護予防いしか
わチームの基盤を構築
①新旧参加市町でのディス
カッション
②地域展開戦略を明確化す
る（各市町と保健福祉セン
ターで）

①介護保険に関する担当課
が複数にまたがる場合、こ
の事業の推進の共通理解が
難しい。
②地域で活動する保健師と
の連携ができない場合、展
開が難しい。
③複数のリーダー、サポー
ターの養成が必要。
④公民館は様々な行事で埋
まっている。場所の問題。
⑤地域包括支援センターと
の連携、地域全体への周知
の問題。
⑥ご当地体操とのかねあ
い。

＜珠洲市＞
【通いの場で実施した内容】
・事前に介護予防講座、ふれあい講座を実施
し、その教室修了者にＤＶＤ＆職員派遣券贈呈
・リーダー研修
・１００歳体操、評価は、体力測定とアンケー
ト
【展開状況】
・３箇所
・体力測定結果では効果が見られた（握力
等）。
【目標】
・１箇所以上（新たに１箇所開始、２箇所から
希望がでている）。
・グループリーダ研修
＜かほく市＞
【通いの場で実施した内容】
・老人クラブ、理事会への働きかけ
・介護予防講座
・介護予防サポーター養成講座
・１００歳体操、その後ミニサロン会
・住民自らチラシ作成
【展開状況】
・１箇所
【目標】
・６箇所
・サポーターの増加
＜金沢市＞
【通いの場で実施した内容】
・いきいき１００歳体操
【展開状況】
・１箇所
【目標】
・２箇所立ち上げる予定
＜川北町＞
【通いの場で実施した内容】
・老人会、民生委員への働きかけ
・地区へ出向き介護予防教室
【展開状況】
・４箇所
・体力測定結果、柔軟度がかなり改善してい
た。
【目標】
・サポーター育成

－－【研修実施主体】
石川県リハビリテーション
センター
【研修内容】
・地域リハビリテーション
推進会議の開催
・リハビリテーション職能
団体とのリハビリテーショ
ン専門部会の開催
・県リハビリテーション支
援センター市町支援事業
【財源】
医療介護総合確保基金
介護予防市町村事業（補助
金）

有①住民主体の介護予防事業
の重要性の啓発
・研修：講師厚生労働省
②住民主体介護予防事業展
開における課題の明確化
③介護予防市町支援委員会
で県内の情報を評価、方向
性検討し、市町にフィード
バック。

①高齢化の進展、限界集落
があるなかでの介護予防事
業。
②サポーター（地域で予防
事業を支える人）の育成
③これまで実施してきた介
護予防事業と住民主体の介
護予防事業との兼ね合い。

市町における住民主体の介
護予防事業の状況と課題が
明確になっていない。

石川県
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①都道府県による市町村支
援の課題

②管内市町村が抱える課題 ③平成27年度における市町
村支援戦略
（目標及び具体策）

①リハ専門
職に対する
研修の実施
（選択）

→有の場合 ②リハ専門職の広域派遣調
整に係る取組内容

③　①、②以外の取組内容 モデル市町村の取組結果 1年間の取組を通して見えた、
市町村支援の今後の課題

都道府県として本年度実施
予定の内容

平成27年度モデル市町村の特
徴、課題意識等
（わかる範囲で）

１．地域づくりによる介護予防の推進 ３．平成26年度地域づくりによる介護予防推進支援モデル事業の実施状況２．介護予防に資する地域リハビリテーションの推進 ４．平成27年度地域作りによる介護予防推進支援事業

都道府県名

福井県

これまでの各市町の介護予
防事業の実施方法、地域資
源を活かせるように支援す
ることが必要

介護予防事業に限らず、地
域のまとまり希薄である地
区への働きかけが課題

平成26年度のモデル市町村
の取組み、成果、先進的な
取組み事例の情報を提供

有 【研修実施主体】　県
【研修内容】　保健所圏域
毎に設置された「地域リハ
ビリテーション広域支援セ
ンター」において、リハ専
門職を対象として「地域包
括ケシステムの構築」に関
する研修を実施
【財源】　医療介護総合確
保基金

－ － ＜永平寺町＞
【通いの場で実施した内容】
・サロン会場に出向き参加している住民に取組
みを要請
・最初の１ケ月は毎回支援（保健師、看護師、
事務職員）し、後半は月１回の支援
・最初と３ケ月後に体力測定を実施
・おもり、椅子を貸し出す体制を整備し、モデ
ル地区以外での取組みを支援
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
８か所
【平成27年度の目標、予定】
作業療法士によるフォロー、サポーター育成を
行い、新たに１０か所での取り組みを目指して
いく。

市町行政担当者への働きか
け、住民（高齢者）に対す
るアプローチが重要であ
り、その方法は多様であ
る。県担当者もこれに対等
できるノウハウを蓄積して
いく必要がある。

山梨県

・職員や住民への意識変革
（地域作りは、住民主体が
重要ですが、これを理解・
実践する仕組みの普及、こ
のため啓発が課題）
・新しい地域支援事業に対
する体制づくり
・介護予防に対するマンパ
ワーの効果的な支援策

・新しい地域支援事業に対
する体制づくり
・市町村によって課題は異
なりますが、地域資源（人
材・受皿等）の把握から、
リーダー育成、実践中の課
題など幅広い。

・リハ職を活用した、住民
主体事業の推進（３市町
村）
・認知症地域型プログラム
の実施１１市町村
・改訂版「本人の想いを中
心とした地域リハビリテー
ション行動指針」を基に地
域リハの推進
・PT・OT・STバンクの効果
的な活用（生活行為におけ
るリハビリテーションの活
用の見える化）
・介護予防評価事例集を基
に、事業の質の向上を図
る。
・「私の暮らしのシート」
など連携ツールの活用

【研修実施主体】①県②3
士会の代表に事業委託（予
定）
【研修内容】①実践者を講
師に、介護予防の理解・市
町村が期待する内容の把
握。グループワークの実施
②介護予防に対する指導者
を養成するため、資質向上
の研修会を開催（予定）
【財源】
①介護予防市町村支援事業
費
②医療介護総合確保基金
（予定）

PT・OT・STバンク ・県リハビリテーション支
援センター、地域リハビリ
テーション広域支援セン
ター事業の実施
・地域リハビリテーション
従事者研修会（関連7職種
が実行委員会を開催し、顔
の見える関係をとおし講
義・グループワークを実
施）
・改訂版「本人の想いを中
心とした地域リハビリテー
ション行動指針」の普及
・リハビリテーション週間
の開催

モデル市町村3カ所を選定 市町村選定中

長野県
・介護予防事業の把握、情
報共有
・他職種連携

地域づくりによる介護予防
の担い手の確保

・各市町村での取組内容を
収集し、情報提供をする。

無 － －

岐阜県

保健と介護の連携体制を再
構築するとともに、モデル
事業から知見を得て、全県
下に拡げていくことが必
要。
モデル事業の展開から、総
合事業へとつなげていく手
法を検証することが必要。

「住民主体」で進めていく
ことを住民と共有し、協力
していく体制の構築方法が
課題である。
保健（ヘルス）と福祉分野
が連携できていない。個々
のケースでの連携はある
が、組織としての動きは少
ない。介護予防は、健康づ
くりの結果であり目的でも
あるため、連携なくしては
進まないということを認識
し、体制整備をしていくこ
とが必要。

＜福祉と保健の連携再構築
と予防的視点を強化する＞
３モデル市町村の管轄保健
所の保健師をアドバイザー
とし、保健と介護の連携体
制を構築するとともに、
「予防」の視点を強化す
る。

有 【研修実施主体】岐阜県
【研修内容】専門職能団体
による指導者養成研修への
補助
【財源】医療介護総合確保
基金

今後検討 － モデル市町ごとにアドバイ
ザー設置、県型保健所によ
る支援と事業の広報、県に
よる研修会の開催、知見の
取りまとめと広報

＜共通＞自主的活動にどうつ
なげるか意識改革、総合事業
へ展開していく手法の開発が
課題
＜個別＞
恵那市：自主グループから派
生しているため、モデルケー
スとし今後のノウハウを得る
こと。
関市：行政主導から民主体へ
の移行、僻地対策
岐南町：行政主導から民主体
への移行、庁内の福祉と保健
の連携体制

静岡県

・市町の住民主体の通いの
場の実態について把握がで
きていない。
・通いの場の立ち上げに必
要な知識の不足。

・介護予防の必要性につい
て住民への啓発が十分にで
きていない。
・事業の評価について（効
果判定）
・保健衛生分野と連携した
介護予防の取組が十分にで
きていない。
・自主グループ等地域の資
源が把握できていない。
・ 教室終了後の受け皿が
ない。
・介護予防事業へのサロン
の活用が不十分。

目標：住民主体の通いの場
が新たに立ち上がり、継続
実施に繋がる。

具体策：研修会などで取組
み市町の事例など発表して
もらう。

有 【研修実施主体】
①県（県が指定する地域リ
ハビリテーション広域支援
センター）
②県
③リハ職能団体（ＯＴ、Ｐ
Ｔ、ＳＴ）
【研修内容】
①各医療圏域でリハ従事者
研修会を実施
②リハ専門職が市町の介護
予防事業を実施するために
必要な知識の習得
③介護予防の推進に資する
指導者を育成
【財源】
①一般財源
②介護予防市町村支援事業
（補助金）
③医療介護総合確保基金

リハ専門職の職能団体の連
絡先を市町や地域包括支援
センターへ周知。

・地域リハビリテーション
推進事業による、市町や地
域包括支援センターへの介
護予防事業への協力
・リハ職能団体における通
所、訪問、地域ケア会議、
サービス担当者会議、住民
運営の通いの場への支援

・国より派遣されたアドバ
イザーと連携した助言・支
援
・研修会の開催
・モデル市町の取組を県内
市町村に普及

・今年度機構改革があり、業
務分担性から地区分担性を導
入。
・地区社協の活動が盛ん。
・地区によってはサロン活動
等が　活発な地域とそうでな
い地域との差がある。
・居場所がない。

愛知県

・新しい総合事業の準備に
あたり、各市町村に対する
県の支援が必要な部分を明
確にしていく。

・新しい総合事業に向け、
専門職種とボランティアに
依頼する割合等が確定困難
なことや、関連機関との連
携が不十分であること。

効果的事例等を研修・会議
を通して情報提供するとと
もに、各市町村が、各々既
に実施している事業内容を
確認することにより、今後
向かう事業の方向性を明確
にできるようにする。

有 【研修実施主体】愛知県理
学療法士会(OT会、ＳＴ会
協力）（予定）
【研修内容】リハビリテー
ション専門職に対する、地
域での介護予防の推進に資
する指導者を育成するため
の研修。
【財源】医療介護総合確保
基金（予定）

・リハ専門職等職能団体の
連絡先を周知。
・平成２５年度介護予防事
業特別調査時「リハ専門職
の人材確保が困難」と回答
した６市町村へ具体的状況
を確認。今後、広域派遣の
あり方について会議等にて
検討予定。

－ 研修は、新しい総合事業の
研修を導入。また、介護予
防推進会議における作業部
会において各市町村の実状
に応じた新しい総合事業が
展開できるよう検討を行
う。

・介護予防に資する住民運営
の通いの場は、９か所。う
ち、体操実施の場は３か所。
町の職員は、勤務時間外に、
見守り支えあいネットワーク
で、各集会所会議に出席等、
積極的だが、職員数に限りが
あり、業務繁忙。今後の住民
への支援のあり方を検討中。

中
部
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①都道府県による市町村支
援の課題

②管内市町村が抱える課題 ③平成27年度における市町
村支援戦略
（目標及び具体策）

①リハ専門
職に対する
研修の実施
（選択）

→有の場合 ②リハ専門職の広域派遣調
整に係る取組内容

③　①、②以外の取組内容 モデル市町村の取組結果 1年間の取組を通して見えた、
市町村支援の今後の課題

都道府県として本年度実施
予定の内容

平成27年度モデル市町村の特
徴、課題意識等
（わかる範囲で）

１．地域づくりによる介護予防の推進 ３．平成26年度地域づくりによる介護予防推進支援モデル事業の実施状況２．介護予防に資する地域リハビリテーションの推進 ４．平成27年度地域作りによる介護予防推進支援事業

都道府県名

三重県

・市町によって考え方に温
度差があるため、進捗が思
わしくない市町に対する働
きかけが必要。
・新制度導入に伴う業務負
担増や人材不足に悩む市町
が多いため、不必要な負担
をかけずなおかつ効果的な
支援方法の検討。

・行政の人員不足。
・住民や社協、事業者等関
係組織との連携および意識
改革が必要。
・住民ボランティア等担い
手となる人材不足（特に山
間部や人口の少ない地
域）。
・リーダーを育成しても地
域での即戦力につながらな
い。
・リハ職等専門職の確保が
困難。

・市町職員および地域包括
支援センターをメンバーと
した少人数による新しい総
合事業勉強会の実施。
・地域シニアリーダーグ
ループの育成および市町、
社協との連携体制づくり支
援。
・市町がリハ専門職を活用
しやすい体制づくりへの取
組。

有 (新医療介護総合確保基金
による事業が採択された場
合の予定）
【研修実施主体】三重県理
学療法士会（PT会、OT会、
ST会の３者共同）
【研修内容】リハ専門職を
対象とした推進リーダー人
材育成研修およびアドバン
ス研修、在宅リハ総合研修
【財源】医療介護総合確保
基金

（新基金による事業が採択
された場合の予定）
リハビリテーション情報セ
ンター事業

県内の病院や事業所など、
リハ職が所属する組織に対
する、派遣への協力依頼

滋賀県

・市町と専門職種等が協働
で支援できるための仕組み
作り
・市町ごとの取り組みの温
度差や手法の違い

・新しい総合事業への移行
準備
・専門職種の確保

各市町へのヒアリングを行
い、情報をシエアする機会
を設ける。その場で、専門
職等の団体においても取組
状況の情報提供を行っても
らう。
目標指標：
・介護予防に資する活動団
体数
・専門職種等の関与状況

有 【研修実施主体】各職能団
体
【研修内容】地域支援事業
に向けた取り組みについて
【財源】各職能団体予算お
よび一部医療介護総合確保
基金

情報交換会や研修の場にお
いて、市町と専門職種が接
点をもてる場を設定し具体
的な取り組みを進める。
また広域的な派遣調整にお
いても圏域ごとに状況が異
なるため、必要に応じた調
整を圏域ごとの保健所等の
機関を利用し調整を図る。

県民が継続的に主体的な取
り組みが実践できるように
県民同士の情報交換が行え
るフォーラム等の開催。

京都府

効果のエビデンスがある介
護予防の取組をおこなって
いる市町村が少ないので、
効果のエビデンスのある介
護予防体操（京都式介護予
防体操等）を市町村に普及
していきたいが、社協等へ
委託して実施している市町
村が多いため、新たな取組
を敬遠する市町村が多い。

・地域支援事業で介護予防
の取組は社協等へ委託する
等してすべての市町村で取
り組まれているが、住民主
体となっていないことと、
メンバーが固定化している
ため、参加者が少ない。

京都式介護予防体操を府内
市町村に普及する。（京都
府地域包括ケア総合交付金
の活用による実施市町村に
対する支援）

無 － － ＜宮津市＞
【通いの場で実施した内容】　ウォーキングを
中心とした活動であるが、ラジオ体操や転倒予
防体操、認知症予防体操に取組む広場もある。
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】　１３箇所
【平成27年度の目標、予定】　メニューの多様
化、他団体との連携による参加者の拡大、リー
ダーのスキルの向上

26年度のモデル市（宮津
市）は、同じ部署に介護予
防係と健康づくり係があっ
たため、うまく連携し、高
齢者の介護予防の取組を住
民主体の取組として、市が
積極的にアシストできた
が、大半の市町村が介護予
防部署と、健康づくり部署
が離れているため、連携が
難しく、介護予防への積極
的な取組が困難

京都府地域包括ケア総合交
付金の活用による京都式介
護予防体操の府内市町村へ
の普及

（公財）京都ＳＫＹセン
ターへの委託事業において
元気な高齢者を活用した京
都式介護予防体操の指導者
養成を図る

京都府地域包括ケア総合交付
金を活用し京都式介護予防体
操の指導者養成を行う予定

大阪府

今年度取り組む９市町の地
域特性や体操の種別（いき
いき百歳体操、市町ご当地
体操）等、市町の独自性を
活かした取組への支援が必
要である。

これまでの市町村主導の健
康保持増進や介護予防か
ら、地域づくりによる新た
な介護予防について、住
民、市町村、包括支援セン
ター、事業者等が共有し取
り組む規範的統合の推進。

平成27年度には9市町村の
うちモデルとなる住民主体
の通いの場が立ち上がるこ
とを目標とする戦略会議に
より、アドバイザーと市町
職員間の情報共有と地域展
開に向けての支援を実施。

有 【研修実施主体】大阪府
（予定）
【研修内容】未定
【財源】介護予防市町村事
業（補助金）

市町の状況に応じて派遣調
整予定

未定 ＜岸和田市、羽曳野市＞
【通いの場で実施した内容】事業説明、いきい
き百歳体操用具（おもり、ＤＶＤ等）の貸出、
体力測定、住民自主運営の後方支援
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】羽曳野市（３ヶ
所）、岸和田市（１ヶ所）。
【平成27年度の目標、予定】新たな地域への展
開

従来型の市町主体の地域の
健康推進・介護予防事業か
ら、住民主体による地域づ
くりへの転換に向けて規範
的統合の推進が重要であ
る。

いきいき百歳体操（モデル
５市町）とご当地体操（４
市町）を活用した地域づく
りによる介護予防の推進。

規範的統合を含めて新たな地
域づくりによる介護予防の展
開を計画している。

兵庫県

地域づくりによる介護予防
に取り組めていない市町が
平成26年３月末時点で10／
41市町あり、これらの市町
に対して啓発支援が必要。

先進的に地域づくりによる
介護予防に取り組み始めた
市町において、参加者の伸
び悩み・頭打ちが見られて
いる。

平成26年度のモデル事業の
成果も踏まえ、全市町向け
に「住民主体の介護予防の
手引き」を配布し、地域づ
くりによる介護予防の開
始・活性化を支援する。

有 【研修実施主体】
県内１の全県リハビリテー
ション支援センターと県内
10の圏域リハビリテーショ
ン支援センター
【研修内容】
・新たな介護予防事業に係
る国の動向を知り、リハ専
門職としての役割を考え
る。
・圏域内の各市町の介護予
防事業の取組を知り、リハ
専門職としてどのような支
援ができるかを考える。
【財源】
医療介護総合確保基金

・全県リハビリテーション
支援センターがリハ３士会
（県理学療法士会・県作業
療法士会・県言語聴覚士
会）と協働により、全県の
リハ専門職派遣者リストを
作成して、圏域ごとに分割
し、担当の圏域リハビリ
テーション支援センターに
提供する。
・圏域リハビリテーション
支援センターが市町からの
リハ専門職派遣依頼に係る
窓口機能を担い、上記リス
トをもとに派遣者を市町へ
紹介する。

－ ＜尼崎市＞
【通いの場で実施した内容】
・いきいき百歳体操
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
・11箇所
【平成27年度の目標、予定】
・拠点数の増加（具体的目標未設定）
＜宝塚市＞
【通いの場で実施した内容】
・いきいき百歳体操
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
・15箇所
【平成27年度の目標、予定】
・拠点数の増加（計39箇所）
＜小野市＞
【通いの場で実施した内容】
・いきいき百歳体操
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
・2箇所
【平成27年度の目標、予定】
・拠点数の増加（計22箇所）

先行実施市町が他の市町を
支援する仕組みづくり。

奈良県

県内には３９の市町村（１
２市、１５町、１２村）が
存在し、住民運営の通いの
場の充実による「地域づく
りによる介護予防」の推進
に向けた取組状況は様々で
ある。取組が低調な市町村
に対してどのようにはたら
きかけていくかが課題

・居場所はあるが住民主体
の通いの場となっていな
い。また、介護予防教室の
ニーズは高いが、地域住民
による自主的な活動に結び
ついているところは少な
い。どのようにして住民主
体の活動への転換をうなが
していくかが課題
・山間地域では、送迎なし
での運営方法や、人口が少
ないため中心となる人材が
複数の役割を担わなければ
ならないなど、特定の人に
負担が集中することが課題

・モデル事業を実施し、モ
デル市町村における通いの
場づくりを支援する。ま
た、モデル市町村以外の市
町村へのはたらきかけを強
めるために、モデル市町村
の取組みのプロセスを、他
市町村が共有できるよう
に、研修等開催時は見学で
きるようにする。
・リハビリ専門職を講師に
交えた研修会の開催

無 － ・奈良県健康長寿協働事業
実行委員会との連携による
「誤嚥にナラん！体操」の
普及
・理学療法士会・作業療法
士会・言語聴覚士会との連
携

・国より派遣されたアドバ
イザーと連携した助言・支
援
・研修会の開催
・モデル市町村の取組を県
内市町村に普及

・既存の居場所（５０カ所）
を活用しつつ、新しい組織や
活動の立ち上げ、通いの場の
拡大を目指している
・現在参加者の多い介護予防
教室から、住民が主体となる
地域での運動を主とした通い
の場の立ち上げを目指してい
る

近
畿
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①都道府県による市町村支
援の課題

②管内市町村が抱える課題 ③平成27年度における市町
村支援戦略
（目標及び具体策）

①リハ専門
職に対する
研修の実施
（選択）

→有の場合 ②リハ専門職の広域派遣調
整に係る取組内容

③　①、②以外の取組内容 モデル市町村の取組結果 1年間の取組を通して見えた、
市町村支援の今後の課題

都道府県として本年度実施
予定の内容

平成27年度モデル市町村の特
徴、課題意識等
（わかる範囲で）

１．地域づくりによる介護予防の推進 ３．平成26年度地域づくりによる介護予防推進支援モデル事業の実施状況２．介護予防に資する地域リハビリテーションの推進 ４．平成27年度地域作りによる介護予防推進支援事業

都道府県名

和歌山県

・市町村への情報提供
・地域づくりによる介護予
防の考え方の普及方法
（住民への動機付け方法、
プレゼン方法など）
・県内保健所職員への考え
方の普及

・関係者間の意識共有
・他課との連携

・平成２６年度は、モデル
事業に参加しているのでモ
デルケースを紹介し各市町
村に具体的なイメージが掴
めるよう普及・啓発をす
る。

有 【研修実施主体】和歌山県
【研修内容】介護予防の考
え方について
【財源】介護予防市町村事
業（補助金）

ＰＴ、ＯＴ各職能団体との
委託契約により、地域包括
支援センターが実施する介
護予防や医療相談等に専門
職を派遣する予定。

【基金】県理学療法士協会
に補助金を出し、在宅リハ
研修等推進事業の実施。
【県単】地域リハビリテー
ション協議会の開催。

＜紀美野町＞
【通いの場で実施した内容】　いきいき百歳体
操
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち　　上がった通いの場の数等】
通いの場　２地区
【平成27年度の目標、予定】　２地区増
＜有田川町＞
【通いの場で実施した内容】　いきいき百歳体
操
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち　　上がった通いの場の数等】
通いの場　２地区
【平成27年度の目標、予定】　３地区増

・市町村が実施している既
存事業の整理
・リハ職との連携

鳥取県

県担当者の専門性・ノウハ
ウ

地域の温度差 ○住民運営通いの場のモデ
ル例をつくる。
○国のモデル事業により、
介護予防体操に対する住民
の動機付けや住民主体の通
いの場の立上げ・運営に向
け、その手法等について、
県内で共有する。

無 － － ○地域診断の支援
○戦略策定支援のための研
修会の実施（１回）
○通いの場立上げ拡大のた
めの現地支援（各地区１回
程度）
○県内全体で共有する研修
会の実施（１回）

○新しい総合事業に移行済み
○高齢者の居場所づくり、役
割・生きがいを持つことによ
る介護予防効果の推進

岡山県

市町村が受け身的姿勢にな
らないように上手く支援す
ること

限られた人員で事業をこな
すのが精一杯で、事業の実
施そのものが目的化しやす
い。

目標：市町村の企画・立案
力の向上
具体策：県と市町村選抜
で、テーマ別実行チームを
編成し、市町村全体をけん
引（研修の企画、便利ツー
ルの共有）

有 【研修実施主体】
県、リハ職能団体（それぞ
れ実施）
【研修内容】
・市町村がリハ職に求める
こと
・地域ケア個別会議模擬体
験　等

【財源】
・県予算、職能団体予算

H27年度は、年度前半で派
遣ルールつくり、年度後半
から派遣開始

－

○島根県では各地域にサロ
ン等が展開されている。自
主的な取組みにつなげるた
めに既存のサロンにどのよ
うに働きかけるのか整理を
行う必要がある。

＜津和野町＞
【通いの場で実施した内容】
○いきいき百歳体操を実施
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
○２か所
【平成27年度の目標、予定】
①自治会・集落単位での「いきいき百歳体操」
を取り入れた地域運動推進員サロンの展開
②新たな地域運動推進員の人材確保
③健康づくり分野の地区担当保健師と連携した
サロン支援の実施

＜吉賀町＞
【通いの場で実施した内容】
○いきいき百歳体操を実施
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
○１か所
【平成27年度の目標、予定】
○10カ所　200人
〇高齢者が集まる機会を有効活用し、積極的な
啓発活動を実施。
〇要望があったグループには、タイムリーに説
明会へ出かける。
〇重点啓発地区として、今年度は、柿木村地域
と七日市地域を指定。（今年度はこの２地域を
従来の二次予防事業の実施対象地域としてい
る。二次予防事業終了後は、住民運営の活動グ
ループに参加できるよう、参加者にとって身近
な地域での活動グループ設置に向けて取り組
む。）

＜美郷町＞
【通いの場で実施した内容】
○オリジナルのセラバンド等を使った体操を実
施
（H26年度はオリジナル体操の効果確認を目標と
した。）
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
○０か所（二次予防事業のサロンを１か所をモ
デル的に活用）
【平成27年度の目標、予定】
○まずは小地域で定期的に開催される住民主体
の通いの場を増やす。

－○リハビリ専門職三士会の
代表と打ち合わせを行っ
た。

○今後、リハビリ専門職の
派遣調整の仕組みづくりな
どについて、関係機関によ
る検討会を開催予定。

【研修実施主体】
○県
【研修内容】
○市町村担当者とリハビリ
専門職の相互理解と、派遣
調整の課題検討を行うため
の研修会を開催。
【財源】
○介護予防市町村事業（補
助金）

有目標：県内全域への波及
具体策：県主催の市町村職
員向けの介護予防研修会
で、昨年度のモデル事業で
得られた成果等について整
理し情報提供を行う。

○「ご当地体操」の効果確
認。
○地域で中心的に活動する
人物の育成。
○初回のプレゼン等にタイ
ムリーに対応できるスタッ
フの育成と体制の確保。
○健康づくり部門との連
携。

○住民主体の取組みに向け
既存サロン等への働きかけ
の具体的な手法等の効果的
な情報提供の仕方。

島根県
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①都道府県による市町村支
援の課題

②管内市町村が抱える課題 ③平成27年度における市町
村支援戦略
（目標及び具体策）

①リハ専門
職に対する
研修の実施
（選択）

→有の場合 ②リハ専門職の広域派遣調
整に係る取組内容

③　①、②以外の取組内容 モデル市町村の取組結果 1年間の取組を通して見えた、
市町村支援の今後の課題

都道府県として本年度実施
予定の内容

平成27年度モデル市町村の特
徴、課題意識等
（わかる範囲で）

１．地域づくりによる介護予防の推進 ３．平成26年度地域づくりによる介護予防推進支援モデル事業の実施状況２．介護予防に資する地域リハビリテーションの推進 ４．平成27年度地域作りによる介護予防推進支援事業

都道府県名

中
国
・
四
国

未定・住民運営の通いの場の創
設・拡充のための地域診断
及び戦略策定支援
・地域づくりによる介護予
防推進支援研修会の実施
・広域及び広島県密着アド
バイザーの市町派遣等によ
る助言

・住民運営の通いの場の把
握方法等，地域診断の手法
等に係る効果的な支援
・県保健所の支援体制の整
備
・市町の事業に協力できる
リハビリテーション関係職
の確保及び派遣調整

＜広島市＞
【通いの場で実施した内容】
・ラジオ体操，ご当地体操「元気じゃけん体
操」，ロコトレを１週間に１回実施
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
・１か所
【平成27年度の目標、予定】
検討中
＜東広島市＞
【通いの場で実施した内容】
・体調チェック，脳トレと運動（ストレッチ，
筋トレ，エアロビクス）を１週間に１回実施
・栄養の話や調理実習，口腔衛生や薬の話など
テーマを決めて月に１回実施
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
・１か所
【平成27年度の目標、予定】
・別の場所での実施を検討中
＜府中市＞
【通いの場で実施した内容】
・「元気もりもり体操」を１週間に１回以上実
施
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
・７か所
【平成27年度の目標、予定】
・地域のリーダー育成を優先的に実施
＜熊野町＞
【通いの場で実施した内容】
・体操（ゆらっとくま体操），ゲーム，料理，
旅行を月２回実施
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
１か所
【平成27年度の目標、予定】
・通いの場の世話役への支援
・新たな場所の創設支援
・介護予防の住民に対する意識啓発
＜北広島町＞
【通いの場で実施した内容】
・ストレッチ，筋力アップの体操，球技，血圧
測定を週2回実施
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
１４か所
【平成27年度の目標、予定】
新たな場所４か所実施予定

－

＜下関市＞
　高齢化率
　　３１．１％
　要支援・要介護認定者割合
　　２０．７％
＜山口市＞
　高齢化率
　　２５．７％
　要支援・要介護認定者割合
　　１９．６％
＜下松市＞
　高齢化率
　　２７．０％
　要支援・要介護認定者割合
　　１８．０％
＜美祢市＞
　高齢化率
　　３５．５％
　要支援・要介護認定者割合
　　２１．１％
＜上関町＞
　高齢化率
　　５０．５％
　要支援・要介護認定者割合
　　２３．４％

※高齢化率
　　平成25年10月1日現在
※要支援・要介護認定者割合
　　平成26年度第1号被保険者
のみ

・モデル市町担当者との検
討会の開催
・モデル市町及び管内市町
職員を対象とした研修会の
開催
・モデル市町に対する現地
支援等

・住民主体による通いの場
の育成と拡大
・リハ専門職との連携によ
る取組支援
・アドバイザーによるモデ
ル市町に対する現地支援等

＜周南市＞
【通いの場で実施した内容】
　・いきいき百歳体操、血圧測定、周南しゃっ
きり体操（ご当地体操）、レクリエーション、
茶話会
　※立ち上げ支援として、レクリエーション中
心の通いの場に対して、いきいき百歳体操を実
施（保健師、看護師による体操指導、体力測
定、理学療法士による体操指導等）
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
　・モデル事業に関する通いの場　２箇所（１
０人及び９人）
【平成27年度の目標、予定】
　・既存の通いの場１９箇所に対して、いきい
き百歳体操の取組を紹介
　・新たな通いの場の創出といきいき百歳体操
の紹介

＜山陽小野田市＞
【通いの場で実施した内容】
　・いきいき百歳体操、体調チェック、体力
チェック、折鶴作成（計１２回実施）
　※介護予防運動指導員が体力チェックの方法
を保健師に指導
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
　・モデル事業に関する通いの場　１箇所（９
人）
【平成27年度の目標、予定】
　・地域介護予防活動支援事業を活用した、通
いの場の充実といきいき百歳体操の普及等

－・各地域における取組状況
の把握
・リハ専門職等との連携の
基盤・体制づくり

山口県

－無・先進市町の協力（情報提
供、ノウハウの伝授等）に
よる通いの場の効果的な立
ち上げ、育成、拡大の推進
・リハ専門職の研修会への
参加など、リハ専門職の関
与促進

・住民主体による通いの場
の把握など的確な地域診断
・地域包括支援センター
（委託型）との連携
・リハ専門職等との連携に
よる効果的な介護予防の指
導や取組の評価

・住民運営の通いの場の把
握方法等，地域診断の手法
等に係る効果的な支援
・県保健所の支援体制の整
備
・市町の事業に協力できる
リハビリテーション関係職
の確保及び派遣調整

広島県

・広島県地域包括ケア推進
センターと連携し，リハ専
門職の各団体と調整しなが
ら，派遣体制の構築を図
る。

【研修実施主体】県
【研修内容】地域における
支援の視点
【財源】医療介護総合確保
基金

有・地域づくりによる介護予
防推進支援事業実施市町を
増やす
目標　１０か所
具体策　市町に対し会議等
を通じて事業実施の必要性
を説明する。
　実施市町に対し，ヒアリ
ングを行い，市町にあった
支援を行う。
・Ｈ２６に実施した市町の
フォローを行う。

・介護保険制度や介護予防
の必要性が周知されていな
い。
・住民のネットワークを形
成するに当たり，住民側の
意識を向上するような支援
方法について明確でない。
・評価の実施方法，時期な
ど詳細を決める必要があ
る。
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①都道府県による市町村支
援の課題

②管内市町村が抱える課題 ③平成27年度における市町
村支援戦略
（目標及び具体策）

①リハ専門
職に対する
研修の実施
（選択）

→有の場合 ②リハ専門職の広域派遣調
整に係る取組内容

③　①、②以外の取組内容 モデル市町村の取組結果 1年間の取組を通して見えた、
市町村支援の今後の課題

都道府県として本年度実施
予定の内容

平成27年度モデル市町村の特
徴、課題意識等
（わかる範囲で）

１．地域づくりによる介護予防の推進 ３．平成26年度地域づくりによる介護予防推進支援モデル事業の実施状況２．介護予防に資する地域リハビリテーションの推進 ４．平成27年度地域作りによる介護予防推進支援事業

都道府県名

徳島県

○制度改正等の対応による
県・市町村担当者のマンパ
ワー不足
○知識やノウハウの蓄積及
び市町村への効果的な情報
提供や支援

○地域でどのような住民主
体の活動支援を行っていく
か
○参加者の掘り起こし
○山間部等の地域住民が参
加する場合の交通手段の確
保

○研修会等の開催
○介護予防推進支援モデル
事業の実施
○関係機関との連携促進

無 － ○地域ケア会議活用推進事
業による専門職派遣

○打合せ会及び研修会の開
催
○通いの場の立ち上げ支援

○高齢化・人口減少が進行し
ているが、継続的に拡大でき
るような、地域づくりを実現
したい。
○住民が参加したいと思える
動機づけが必要。

香川県

○Ｈ２５年度から、介護予
防ワーキングを実施し、地
域診断、実践、評価と一連
の流れで研修を行った。各
市町でＨ２６年度も重要性
を再認識し、実際に取り組
んでいるところもある。一
方で、マンパワーの問題等
で、できていない市町もあ
る。今後、県として各市町
にあった介護予防ができる
よう支援する必要がある。

○介護予防事業終了後の活
動的な状態を維持するため
の多様な通いの場が十分で
ない。
○住民主体の通いの場の参
加者が高齢化してきてい
る。

介護予防の見直しに伴い、
市町が地域の実情に応じた
介護予防事業ができるよう
先駆的な取り組み事例の紹
介等をはじめ、必要な研修
を行う。

有 【研修実施主体】県
【研修内容】
○これからの介護予防
○住民運営の通いの場の立
ち上げについて（展開）
○事業評価、効果について
【財源】介護予防市町村事
業

各市町の介護予防担当者と
リハ職３団体と連携して研
修を行うとともに、県内の
医療圏ごとに広域的にリハ
職が柔軟に対応できるよう
窓口が設置できるように支
援していく。

－ ２町がモデル事業に参加予
定
○モデル事業に参加する町
にリハ職３団体も地域診断
のスタートから参加し、一
連の流れについて学んでも
らう。
県としては、モデル事業に
参加していない市町につい
ても情報提供及び研修を実
施。
○リハ職３団体も、介護予
防について、団体として研
修を実施していく予定。

○１つの町は、高齢化が進ん
でいる。高齢者の通いの場も
出来てはいるが、住民主体で
はなく、行政が声かけなどし
ている。今後、通いの場を整
理し、住民主体にもっていく
のが、今後課題。
○１つの町は、県内でも高齢
化率19%と低い町であり、今
後、高齢者の通いの場など、
整備していく必要がある。

愛媛県

・保健所と連携して市町を
支援する体制の整備
・事業所等、介護予防サー
ビス提供者への研修のあり
方

・効果的に介護予防に取り
組むことで、新しい総合事
業への移行をスムーズに行
いたいが、保健、福祉、社
協等が連携して取り組むこ
とが難しい。
・色々な部署で同じような
事業を実施しており、整理
が必要であるが、なかなか
難しい。

・地域づくりによる介護予
防推進支援事業に取組む２
市を含む４市をモデル市町
とし、市町支援委員会委員
が介護予防事業についてア
ドバイス等支援
・介護予防従事者研修会の
企画を各保健所担当と支援
委員会委員が協働して企画

有 【研修実施主体】公益社団
法人愛媛県作業療法士会
【研修内容】地域包括ケア
システム構築等、医療、介
護、福祉に関する方向性や
方針についての講義を行う
ことで、県内作業療法士の
人材育成を行う
【財源】医療介護総合確保
基金

－ － 研修の実施、モデル市に対
する支援（市町支援委員会
の活用）

・モデル２市とも、介護保険
料が高く、今以上に介護予防
を推進する必要がある。
・事業所も多いことから二次
予防事業終了後、予防給付
（通所デイ）利用へ流れる人
が多い。
・現在あるサロン、老人会の
ほか、新しく地域住民が集え
る場を形成し、住民主体の通
いの場を充実させたい。

高知県

高齢化による人材不足に悩
む市町村が多く、人材確保
への支援や、県民への普
及・啓発についての支援が
必要。

・リーダーの高齢化、若
手・新規リーダーの不足。
・介護予防活動以外にも複
数の役割を担っているリー
ダーが多く、リーダーの負
担が大きい。

・市町村ヒアリングによ
る、住民主体の介護予防の
場づくりの状況、課題把
握。
・県作成の介護予防手帳を
見直し、活用を図る。

有 【研修実施主体】
県庁高齢者福祉課（県理学
療法士協会・県作業療法士
会・県言語聴覚士会）
【研修内容】
①全体研修
・地域包括ケアシステムに
ついて
・地域におけるリハ専門職
の関わりについて　等
②視察研修（県内）
【財源】
介護予防市町村事業（補助
金）

３士会との協議により、検
討していく。

－ ＜宿毛市＞
【通いの場で実施した内容】
いきいき百歳体操
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
4箇所（全体で50人(1地区平均10人前後)参加。1
箇所は週2回(希望者のみ参加)実施）
【平成27年度の目標、予定】
さらに8地区での立ち上げを目標。高知市PTに講
師を依頼している。また、市内リハ職の協力を
得られるよう準備中。

リハ職の関与の必要性を実
感したが、市の職員として
確保することは困難である
ため、他所属から協力が得
られやすい体制づくりが必
要。

福岡県

・市町村のニーズが把握で
きていない。
・市町村によって取組に温
度差がある。

・ボランティアやリーダー
の育成ができていない。
・通いの場等の地域全体へ
の展開が難しい。
・地域の社会資源が不十分
若しくは把握できていな
い。

・市町村のニーズを把握
し、適宜、情報提供を行
う。
・研修を開催し、先進事例
の紹介等、情報提供を行
う。

無 － －

佐賀県

「地域づくり」において
は、高齢者福祉を所管して
いる長寿社会課だけではな
く、社会的弱者に対する福
祉を所管する地域福祉課な
ど庁内横断的な連携が必要
となる。

佐賀県は市町村合併が進ん
でいる地域であり（49市町
村→20市町）、それぞれ市
町の体制（財政や人員配置
等）が大きく異なり、一律
の取組が困難。

・介護予防モデル事業に取
り組む２市の状況を県内で
共有し、それぞれの地域の
取組を支援する。
・さわやか福祉財団等と連
携し、地域での勉強会など
を実施していきたい。

有 【研修実施主体】
佐賀県が、県内５箇所の在
宅リハビリテーション広域
センターに委託して実施。
【研修内容】
研修の内容は、運動器の機
能向上、栄養改善、口腔機
能の向上、認知症予防・支
援、うつ予防・支援、閉じ
こもり予防・支援からテー
マを選び、そのテーマごと
に次の事項について行う。
（１）サービス計画作成の
手法（状態把握から目標の
立て方）
（２）機能向上のためのプ
ログラムについて
（３）プログラムによる効
果の判定等について
（４）その他必要な事項
【財源】
介護予防市町村支援事業費
（補助金）

（１）リハビリテーション
専門職等の広域的な派遣調
整
地域において、リハビリテー
ション専門職等が市町に派遣さ
れるよう、職能団体等に協力を
得るための調整を実施。

（２）事前研修会
派遣にあたり、市町事業等に必
要な知識を習得させるため
に、、研修を実施。
（ア）回数
年１回開催
（イ）対象
各職能団体から派遣可能となる
専門職員等
（ウ）内容
市町における介護予防事業の概
要等

－ モデル市町（武雄市、小城
市）が住民運営の通いの場
を充実していく各段階にお
いて、研修及び個別相談等
の技術的支援を行う。

今回のモデル市町は介護予防
に対し、問題意識が強く、特
に小城市は地域包括支援セン
ターがITを活用した医療介護
連携などを進めているなど、
地域をよりよくするために、
努力されている。
しかしながら、通いの場の立
ち上げ、運営などを一から行
う必要があるため、手探りで
方法を思案している状態であ
る。
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①都道府県による市町村支
援の課題

②管内市町村が抱える課題 ③平成27年度における市町
村支援戦略
（目標及び具体策）

①リハ専門
職に対する
研修の実施
（選択）

→有の場合 ②リハ専門職の広域派遣調
整に係る取組内容

③　①、②以外の取組内容 モデル市町村の取組結果 1年間の取組を通して見えた、
市町村支援の今後の課題

都道府県として本年度実施
予定の内容

平成27年度モデル市町村の特
徴、課題意識等
（わかる範囲で）

１．地域づくりによる介護予防の推進 ３．平成26年度地域づくりによる介護予防推進支援モデル事業の実施状況２．介護予防に資する地域リハビリテーションの推進 ４．平成27年度地域作りによる介護予防推進支援事業

都道府県名

長崎県

独自で介護予防事業に取り
組めている市町がある一
方、新しい総合事業に向け
何から準備すればよいのか
分からないという市町もあ
り格差が大きいため、県と
しての支援方針が立てづら
く、市町それぞれに合った
支援方針の検討が必要であ
る。

地域課題を検討する材料は
持っていても、その情報を
分析し、事業化するまでに
至らない市町が多い。

目標：県内市町が総合事業
へ速やかに移行できるよう
支援する。
具体策：
①介護予防市町支援委員会
の開催及び介護予防の取組
評価
②従事者研修会（保険者事
業担当者、介護予防事業従
事者、自主グループリー
ダー向け）
③介護予防推進フォーラム
の開催
④地域づくりによる介護予
防推進支援事業の実施

有 【研修実施主体】
長崎県リハビリテーション
支援センター
【研修内容】
地域ケア会議、認知症予
防･ケア、自立支援型生活
行為向上マネジメント、神
経心理学的検査、これから
の介護予防の方向性（法改
正も含む）
【財源】県単独予算

－ 9ヶ所に指定した地域リハ
ビリテーション広域支援セ
ンターにおいて、リハ従事
者への研修・支援、地域に
おけるリハ実施機関等の支
援、地域における医療・保
健・福祉関係者への研修・
支援を実施。介護予防に関
しては、地域支援事業への
支援、地域包括ケアシステ
ムの構築推進にかかる市町
への支援を実施。

＜平戸市＞
【通いの場で実施した内容】
体力測定、体操、茶話会
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
通いの場：１ヶ所
立ち上がり当初から他地区住民の見学、参加が
後を絶たず、新規立ち上げにつながっている。
【平成27年度の目標、予定】
立ち上げ目標6ヶ所、サポーター養成講座を開催
し、モデル地区のサポーターを養成、インスト
ラクターを1名養成（市嘱託職員として）

1年間密に関わりを持つこと
で地域が分かり、分析結果
から事業化するプロセスを
市と共に踏むことができ
た。ただ、県庁の担当は1名
であり、全市町を同様の手
法で支援するのは不可能で
ある。島嶼部を抱える当県
において全市町支援を密に
行うためには県立保健所の
協力が必要不可欠である
が、高齢者福祉を保健所が
担当していないため、関わ
りの糸口をどう持つかが課
題。

○地域診断の支援
○県内全域を対象とした研
修会の開催により、地域づ
くりによる介護予防推進に
関わる手法を紹介
○通いの場立ち上げ、育成
にかかる支援
○アドバイザー、地域リハ
ビリテーション広域支援セ
ンター、保健所等関係団体
との調整

H25年度から介護予防・日常生
活支援総合事業に取り組んで
いる。住民主体の通いの場は
H25年度末時点で33ヶ所ある
が、全て茶話会を主体とする
ものであり、介護予防に取り
組む通いの場がない。そのた
め、今回モデル事業に取り組
み、総合事業の受け皿づくり
に着手したい考え。

熊本県

・介護予防事業の評価が必
要
・職能団体との連携強化が
必要
・モデル市町村等への支援
に時間を要しているため、
効率化が必要。
・財源及び人員不足

・介護予防事業の事業評価
が十分でない
・リハ専門職との連携が十
分ではない
・住民主体の介護予防の展
開が十分ではない
・介護予防事業担当課と健
康づくり担当課との連携が
十分ではない

・市町村向け研修会の開催
・市町村職員間の意見交換
の実施
・介護予防事業評価の実施
・地域づくりによる介護予
防推進推進事業の実施
・地域リハビリテーション
推進事業の実施
・ロコモ予防等普及啓発事
業の実施

有 【研修実施主体】
県（地域リハビリテーショ
ン広域支援センター等に委
託）
【研修内容】
高齢者の地域リハビリテー
ションに関する研修
【財源】
介護予防市町村事業（補助
金）

H27年度からはリハ専門職
及び管理者を対象とした研
修会等の開催を検討中。

【研修実施主体】
県（地域リハビリテーショ
ン広域支援センター等に委
託）
【取組内容】
市町村及び介護予防事業所
等を対象にした相談支援
【財源】
県の一般財源

＜宇土市・宇城市・錦町＞
【通いの場で実施した内容】
〈宇土市〉タオル体操等の各種体操、レクレー
ション
〈宇城市・錦町〉いきいき百歳体操
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
〈宇土市〉２箇所　〈宇城市〉３箇所　〈錦
町〉１箇所
【平成27年度の目標、予定】
〈宇土市〉新規６箇所立上げる
〈宇城市〉新規１０箇所立上げる
〈錦町〉新規５箇所立上げる

・住民主体の活動は難しい
と諦めている市町村が多
い。
・介護予防事業担当課と健
康づくり担当課との連携が
不十分
・わが町の今後のビジョン
がなく、何から手をつけて
いいのか分からないという
市町村が多い。

・モデル市町として４市町
を支援予定。
・県内市町村向け研修会で
地域づくりの重要性やモデ
ル市町の活動報告を行う予
定。

・住民への介護予防に関する
意識が低い
・地域資源等の把握ができて
いない。
・地域づくりをするために何
から手をつけていいのか分か
らない

大分県

・市町村介護予防主管課、
関係部局、社会福祉協議会
等の理解の促進
・住民に対する普及啓発と
意識の醸成
・専門職の協力

・サロン数は多いものの、
月1回開催のふれあいサロ
ンが多い。
内容は茶話会が主である。
住民運営で週1回集うのは
難しい。

地域づくりによる介護予防
推進支援事業参加
【目標】
・モデル市町主管、関係部
署の理解促進
・市町村が住民への動機づ
け、通いの場立ち上げの経
験を積む
【具体策】
①地域づくりによる介護予
防推進会議（年３回）
・研修、戦略策定、進捗管
理
②地域づくりによる介護予
防推進のための指導者を派
遣する。
対象：全市町村
内容：研修講師、サロン等
での体操指導
③県主催の体操交流会（元
気アップ体操交流会）の開
催

有 【研修実施主体】
①県直営
②県直営
③県（委託）専門職団体
【研修内容】
①圏域サービス事業所実践
力向上研修
②地域ケア会議アドバイ
ザー研修
③市町村等派遣専門職育成
研修
【財源】
・介護予防市町村支援事業
（補助金）
・一般財源

・地域ケア会議への専門職
の派遣については、県が各
職能団体と調整し実施して
いる。
・圏域リハ職派遣事業所実
地支援については、県（高
齢者福祉課・保健所）が調
整し派遣する。
・地域づくりによる介護予
防推進のための指導者派遣
については、県が各職能団
体と調整し派遣する。

〇地域包括支援センターリ
ハ職配置支援
・市町村または地域包括支
援センターにリハ職配置を
促進するためのモデル事業
の実施

〇圏域リハ職派遣事業所実
地支援
自立支援型サービス事業所
育成、通所型サービス職員
の資質向上のためリハ職を
派遣する。

〇生活機能向上支援マニュ
アル作成
・通所型サービス事業所に
て活用

〇自立支援ヘルパー実務マ
ニュアル作成
・訪問型サービス事業所に
て活用

・８市町村を支援（５モデ
ル市町、３事業参加市）
・県版介護予防体操の普及
促進
①地域づくりによる介護予
防推進会議（年３回）
・研修、地域診断、戦略策
定
啓発用資料作成
②広域アドバイザーによる
現地支援
・関係課調整会議。研修講
師
③住民運営の通いの場立ち
上げ支援のための指導者派
遣

・月１回サロンは多いものの
週１回開催移行へはハードル
が高いと全市町思っている。
・健康増進部門、社会福祉協
議会との連携した取り組みが
必要
・生活支援サービスと連動し
た取り組み

宮崎県

・住民への動機付けの方法
に意識が行き、継続的な市
町村の関わり方の支援ルー
ルの策定が十分にできてい
るか。
・県担当も実地経験が無い
ため、十分な気づきができ
ているのか、市町村の求め
に対応できているか。

・地域づくりによる介護予
防の推進について、関心の
高い地区とそうでない地区
との差がある。
・役員の入れ替えで先に進
まない地域がある。啓発も
不十分ではある。
・関心のない地域に対し
て、住民が自主的に取り組
もうとするような働きか
け。
・地域づくりを視野に入れ
た取組及び人材育成、発掘
をどのようにしたらよい
か。また、これまでの事業
を評価するツールを持ち得
ていない。
自治組織の連携に地域差が
あり、地区によって協力体
制が構築できるかが課題。

（目標）
県内市町村が各地域に根ざ
した住民主体の地域づくり
を実施することができる。
（具体策）
県内全体研修会を開催し、
H２６年度モデルとなった
市町村に取組状況報告会を
開催し、各市町村の参考と
なるよう取組をまとめた上
で、管内市町村へ還元して
いく。
・国及び県密着アドバイ
ザーからの助言をもらいな
がら研修会、意見交換会を
行い、各モデル市町村が情
報共有できる場を提供す
る。

有 【研修実施主体】
・県理学療法士会、県作業
療法士会等（委託）

【研修内容】
・介護予防事業に関する研
修

【財源】
・一般財源

　市町村単独では確保が困
難なリハ職の活用につい
て、派遣調整、相談支援及
び研修会等を行うことで、
市町村がリハ職を活用でき
る環境整備を行う。
（具体的な内容）
　県医師会、市町村及び市
郡の医療介護専門職団体と
連携をはかりながら、市町
村、包括支援センター等か
らリハ専門職会に職員派遣
依頼があった場合、地域ブ
ロックごとのバンク登録者
が依頼元へ派遣される。
その後、派遣者と依頼者が
事業の内容や役割について
直接打ち合わせを行い事業
開始とする。（予定）

・市町村、地域包括支援セ
ンターに対する相談支援
・リハ職活用による短期集
中予防モデルの構築

＜都城市＞
【通いの場で実施した内容】
・こけないからだづくり講座
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
・１５箇所
【平成27年度の目標、予定】
・さらに通いの場を１５箇所増やす予定
＜小林市＞
【通いの場で実施した内容】
・貯筋運動
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
・０件
【平成27年度の目標、予定】
・２地区に平成２７年５月から実施予定。
＜えびの市＞
【通いの場で実施した内容】
・百歳体操
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
・７件
【平成27年度の目標、予定】
・随時地域開催の場を広げていく。

県内全地域での「住民運営
の通いの場」を立ち上げ・
拡大に向けての今後の有効
な支援についての検討が必
要。（地域によって取組方
法や体制が異なるため、普
遍的な施策のポイントなど
を明確にするなどの整理が
必要。）
県内に介護予防事業全体に
ついての専門的支援を行え
る機能がない。（把握でき
ていない。）

平成２６年度モデル事業と
して実施した３市町村によ
る実績報告。
（国）アドバイザー、地域
アドバイザーと協議し、担
当者会・意見交換会を開催
し、モデル地区に合った地
域づくりを支援していく。

・総合事業を始めるにあた
り、地域内の担い手育成につ
いて助言がほしい。
・高齢者サロンは多数ある
が、実態は様々で住民主体で
活発に実施できるための動機
付けについて助言がほしい。
・これまでも介護予防事業を
行ってきたが、教室を実施す
ることで介護予防につながっ
ていたのかという評価ツール
がなく、評価ができていな
かった。
・運動教室の核となるリー
ダー及びサポーター育成まで
は至っておらず、人材育成を
どのようにしたらよいか。
・昨年度自治組織の編成を
行ったため、連携に地域差が
あり、協力体制が構築できる
か課題がある。
・高齢者の居場所に乏しい状
況がある。自衛隊の基地があ
り交付金で様々な施設が整っ
ているため行政主体という考
えが強い住民に対してどのよ
うにして住民主体の動機付け
をしたらよいか。

九
州
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①都道府県による市町村支
援の課題

②管内市町村が抱える課題 ③平成27年度における市町
村支援戦略
（目標及び具体策）

①リハ専門
職に対する
研修の実施
（選択）

→有の場合 ②リハ専門職の広域派遣調
整に係る取組内容

③　①、②以外の取組内容 モデル市町村の取組結果 1年間の取組を通して見えた、
市町村支援の今後の課題

都道府県として本年度実施
予定の内容

平成27年度モデル市町村の特
徴、課題意識等
（わかる範囲で）

１．地域づくりによる介護予防の推進 ３．平成26年度地域づくりによる介護予防推進支援モデル事業の実施状況２．介護予防に資する地域リハビリテーションの推進 ４．平成27年度地域作りによる介護予防推進支援事業

都道府県名

鹿児島県

・市町村の取組状況，課題
を把握し，保健所と連携し
ながら一体的な支援・調整
を行っていく必要がある。

・介護予防に資する地域資
源の把握状況に市町村格差
がある。

・既に住民主体の通いの場
がある地域においても，介
護予防に効果のある内容・
回数で住民主体の通いの場
を継続できるような支援が
必要である。

・「地域づくり」の視点か
ら介護予防活動を継続させ
ていくため，健康増進部門
や地域づくり担当課等，関
係各課や他機関と更なる連
携を図っていく必要があ
る。

○目標
平成29年度までに各市町村
が円滑に新しい総合事業へ
移行し「新しい介護予防」
に取り組むことが出来るこ
と。

○具体策
①介護予防市町村支援委員
会及び専門部会の設置
②介護予防従事者の資質向
上を目的とした研修会の実
施
③市町村間の知識や情報の
共有を図るための支援の実
施
④地域の互助活動の活性化
に係る事業の実施

有 【研修実施主体】
県理学療法士協会・作業療
法士会・言語聴覚士会連絡
協議会

【研修内容】
　地域包括ケアシステムに
おけるリハビリテーション
専門職種の人材育成に係る
研修

【財源】医療介護総合確保
基金

リハ専門職の活用状況等に
関する市町村の現状・課題
を整理・分析し，保健所単
位で広域派遣調整に向け
た，体制づくりを進めてい
く。

・地域リハビリテーション
広域支援センター活動報告
会の開催。

・県リハビリテーション支
援センターによる地域リハ
ビリテーション広域支援セ
ンターへの支援・連携体制
の再構築

＜日置市＞
【通いの場で実施した内容】
・健康チェック，脳トレ，体操
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
・１モデル地区１教室。
【平成27年度の目標、予定】
・H27年度は18カ所を立上げ予定。

＜いちき串木野市＞
【通いの場で実施した内容】
・健康チェック，脳トレ，体操
【通いの場の展開状況（平成26年度末までに立
ち上がった通いの場の数等】
・１モデル地区１教室。
【平成27年度の目標、予定】
・4月末現在で30地区より取組希望があり，立上
げ支援。

①取組市町村の実情に応じ
た支援の実施

②県密着アドバイザーと連
携した市町村支援の実施

③地域のリハ職の活用
・地域リハビリテーション
広域支援センターと協働
し，本事業へリハ職が関与
できるような体制づくりが
必要。

①　全体研修会
○時期：夏以降
○対象：
　各市町村における介護
  予防事業担当者，
　県担当者，
　その他関係機関担当者等
○講師：広域AD,県密着AD
○内容：
　・H26年度のモデル市
　  担当者及び住民からの
    取組報告
　・講話
　・グループワーク

②　モデル市村支援
　・担当者会議
    （戦略策定会議）
　・モデル市村の課題や
    要望等に応じ，トップ
    セミナーの実施
　・ADと市村との連絡調整
                   　等

・今年度は，３市村（阿久根
市，十島村，宇検村）で取組
予定（２村は離島）。

課題としては，
・離島であり専門職が不足し
ている。
・過疎化が進んでおり，身近
な地域で集いの場をつくるこ
とが困難な環境である。

沖縄県

　県下市町村の現状に合っ
た助言等行うため、現状把
握、課題整理を行う。

　離島・過疎地域におい
て、専門職（看護師、保健
師、理学療法士、作業療法
士）の人材不足。

　モデル事業を実施（県内
5カ所）し、都市部や離島
などでの地域づくりによる
介護予防の好事例を確立さ
せ、県下市町村へ波及させ
る。

無 ・沖縄市、県内離島（宮古
島市）で実施した地域ケア
会議にリハ専門職を派遣し
た。
・県内離島（多良間村）に
地域ケア会議に係る指導の
ため、保健師を派遣した。

　県内リハ専門職団体と他
府県の事例を視察した。

 各モデル市村（5カ所）に
おいて、地域診断、検討を
経て、内容を決定する。
（8月頃予定）

　これまでの介護予防事業
が、マンネリ化している。
　密着アドバイザーを派遣
し、地域の高齢者の状況把握
に務め、地域診断を行うこと
で、これまでの介護予防事業
を見直すきっかけにしたい。
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